
５
円
、
歳
出
が
６
億
５
４
５
１
万

４
７
５
円
少
な
い
額
に
な
り
ま
し

た
。
こ
れ
は
、
鳥
取
県
西
部
地
震

の
住
宅
復
興
支
援
な
ど
の
事
業
が

終
了
し
た
た
め
で
す
。

　

一
般
会
計
の
歳
入
内
訳
は
、
全

体
に
占
め
る
割
合
の
大
き
い
も
の

か
ら
見
る
と
、
ま
ち
の
行
政
規
模

等
に
応
じ
て
国
か
ら
交
付
さ
れ
る

地
方
交
付
税
が　

億
５
３
７
８
万

17

５
千
円
（
全
体
の　

・
8
㌫
）、
事

45

業
を
行
う
た
め
に
ま
ち
が
計
画
的

に
借
り
入
れ
る
町
債
が
５
億
２
４

３
９
万
５
千
円
（
全
体
の　

・
７

13

㌫
）、
町
民
税
や
固
定
資
産
税
等

の
町
税
が
３
億
７
９
４
４
万
６
４

２
７
円
（
全
体
の
９
・
９
㌫
）
の

順
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　

財
源
別
に
見
る
と
、
ま
ち
が
自

主
的
に
収
入
に
で
き
る
自
主
財
源

（
町
税
、
使
用
料
、
諸
収
入
等
）

が
９
億
５
１
７
８
万
９
２
５
８
円
。

国
や
県
に
よ
り
定
め
ら
れ
た
金
額

や
割
り
当
て
ら
れ
た
金
額
を
収
入

に
す
る
依
存
財
源
が　

億
７
８
９

28

３
万
９
３
１
７
円
で
、
国
や
県
に

依
存
す
る
財
源
の
割
合
は　

・
２

75

パ
ー
セ
ン
ト
と
、
依
然
高
く
な
っ

て
い
ま
す
。

　

歳
出
は
、
情
報
シ
ス
テ
ム
整
備
、

選
挙
、
広
域
行
政
負
担
、
過
疎
バ

ス
、
合
併
対
策
、
全
体
的
な
管
理

事
務
な
ど
に
使
わ
れ
た
総
務
費
が

７
億
５
７
３
３
万
５
３
１
９
円

（
全
体
の　

・
５
㌫
）、
町
債
の
返

20

済
金
の
公
債
費
が
６
億
４
２
６
９

万
４
４
２
９
円
（
全
体
の　

・
４

17

㌫
）、
福
祉
や
介
護
、
保
育
所
運
営

な
ど
に
使
わ
れ
た
民
生
費
が
５
億

９
６
６
３
万
７
３
５
９
円
（
全
体

の　

・
１
㌫
）、
日
野
病
院
の
経
営

16
負
担
や
保
健
事
業
に
使
わ
れ
た
衛

生
費
が
４
億
９
２
６
０
万
１
５
１

１
円
（
全
体
の　

・
３
㌫
）
の
順

13

に
な
り
ま
し
た
。

11 広報ひの

総務費　7億 5,733万 5,319円総務費　7億 5,733万 5,319円

公債費　6億 4,269万 4,429円

民生費　5億 9,663万 7,359円

衛生費　4億 9,260万 1,511円

農林水産業費　4億 7,021万 4,183円

土木費　3億 8万 8,235円

教育費　2億 6,432万 251円

商工費　8,178万 772円

議会費　6,477万 6,642円

消防費　3,114万 4,341円

国庫支出金　1億 5,356万 4,425円

諸収入　1億 6,977万 3,103円

繰入金　1億 7,952万 6,671円

県支出金　3億 3,500万 9,892円

町税　3億 7,944万 6,427円

町債　5億 2,439万 5,000円

地方交付税　17億 5,378万 5,000円

分担金及び負担金
使用料及び手数料
財産収入
寄付金・繰越金

2億 2,304万 3,057円

地方譲与税・利子割交付金
地方消費税交付金
自動車取得税交付金
地方特例交付金・交通安全対策特別交付金

1億 1,218万 5,000円

平成 15年度一般会計決算グラフ
5億 10億 15億

依存財源

自主財源

3億5億7億

国
や
県
に
依
存
す
る
財
源

そ
の
割
合
は　

％
を
占
め
る

75

情
報
シ
ス
テ
ム
整
備
事
業
な
ど

総
務
費
に
７
億
６
千
万

歳入の財源性質割合

依存財源

自主財源

75.2%

24.8%


